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－ １ －



－ ２ －

　表中の有収水量とは、下水処理場で処理した全汚水量のうち、料金対象となって使用された水量     

のことで、有収率はその度合いをいう。           

　近年夏季の気温は高温を記録しており、令和５年度においても非常に高温であったため、年間処

理水量は 1,592,178 ㎥で前年度に比べ 3,069 ㎥（0.19％）増加している。年間有収水量は、1,562,399

㎥で前年度に比べ 21,775 ㎥（1.41％）増加となった。 

　有収率については 98.1％で前年より 1.2 ポイント増加している。                                    

令和５年度までの５か年間の汚水整備の状況は、上記のとおりである。                                         



－ ３ －

　使用料単価及び汚水処理原価は、上記のとおりである。        

          

①　使用料単価について         

　　　下水道使用料は、240,026 千円で、使用料単価は㎥当たり 153.63 円である。 

         

②　汚水処理費用について         

　　　汚水処理費用は、244,863 千円で、汚水処理原価は㎥当たり 156.72 円である。   

         

　　　以上の結果、㎥当たりの差損は 3.09 円となっている。                            



－ ４ －

　下水道事業収益的収入は、予算現額 804,321,000 円に対し、決算額 818,602,644 円、収入率 101.8％で

あり、その主なものは、営業外収益 469,965,123 円（構成比 57.4％）である。

　下水道事業収益的支出は、予算現額 804,321,000 円に対し、決算額 763,781,419 円、執行率 95.0％で

あり、その主なものは、営業費用 703,696,673 円（構成比 92.1％）である。 

　不用額 40,539,581 円のうち、25,253,327 円は営業費用の減少によるものであり、営業費用はポンプ

場費、処理場費、総係費など全般にわたって予算額を下回った。                              



－ ５ －

　資本的収入は、予算現額 576,148,000 円に対し、決算額 385,894,850 円、収入率 67.0％である。

　資本的支出は、予算現額 791,558,000 円に対し、決算額 596,400,195 円、執行率 75.3％となっている

が、建設改良費の翌年度繰越額 183,000,000 円を除いた不用額は、12,157,805 円で執行率は 98.5％であ

る。 

　収支の決算で資本的収支において不足する額 210,505,345 円は、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額 3,807,436 円、過年度分損益勘定留保資金 41,385,486 円、当年度分損益勘定留保資金

165,312,423 円で補てんされている。                   



増 減 額 比 率

円 円 円 ％

１ 12,775,442,514 13,105,257,583 △ 329,815,069 △ 2.52

(１) 有 形 固 定 資 産 12,775,442,514 13,105,257,583 △ 329,815,069 △ 2.52

 土 地 1,871,226,568 1,871,226,568 0 0.00

建 物 920,370,013 959,350,403 △ 38,980,390 △ 4.06

構 築 物 8,766,725,029 9,046,106,056 △ 279,381,027 △ 3.09

機 械 及 び 装 置 1,034,657,380 1,110,048,433 △ 75,391,053 △ 6.79

車 両 運 搬 具 61,362 61,362 0 0.00

工 具 器 具 及 び 備 品 630,454 727,305 △ 96,851 △ 13.32

リ ー ス 資 産 55,217,160 59,292,000 △ 4,074,840 △ 6.87

建 設 仮 勘 定 126,554,548 58,445,456 68,109,092 116.53

２ 374,367,842 292,693,939 81,673,903 27.90

現 金 ・ 預 金 328,493,981 278,639,968 49,854,013 17.89

未 収 金 46,078,421 14,289,271 31,789,150 222.47

貸 倒 引 当 金 △ 204,560 △ 235,300 30,740 △ 13.06

前 払 金 0 0 0 -

13,149,810,356 13,397,951,522 △ 248,141,166 △ 1.85

３　財政状況について

流 動 資 産

資 産 合 計

固 定 資 産

（ 資 産 の 部 ）

（１）　貸借対照表

令 和 ５ 年 度科 目 令 和 ４ 年 度
対 前 年 度
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増 減 額 比 率

円 円 円 ％

３ 2,988,114,876 3,384,243,079 △ 396,128,203 △ 11.71

(１) 企 業 債 2,946,397,192 3,337,808,183 △ 391,410,991 △ 11.73

(２) 長 期 リ ー ス 債 務 41,417,684 46,134,896 △ 4,717,212 △ 10.22

(３) そ の 他 固 定 負 債 300,000 300,000 0 0.00

４ 553,111,001 573,779,740 △ 20,668,739 △ 3.60

(１) 企 業 債 454,310,990 496,091,722 △ 41,780,732 △ 8.42

(２) 短 期 リ ー ス 債 務 7,324,812 7,324,812 0 0.00

(３) 未 払 金 76,262,799 54,077,606 22,185,193 41.02

(４) 前 受 金 11,638,400 13,037,600 △ 1,399,200 △ 10.73

(５) 引 当 金 3,574,000 3,248,000 326,000 10.04

５ 5,583,054,837 5,737,305,850 △ 154,251,013 △ 2.69

(１) 長 期 前 受 金 6,514,072,633 6,442,103,325 71,969,308 1.12

(２) 収 益 化 累 計 額 △ 931,017,796 △ 704,797,475 △ 226,220,321 32.10

9,124,280,714 9,695,328,669 △ 571,047,955 △ 5.89

６ 2,586,724,895 2,314,831,895 271,893,000 11.75

(１) 資 本 金 2,586,724,895 2,314,831,895 271,893,000 11.75

７ 1,438,804,747 1,387,790,958 51,013,789 3.68

(１) 資 本 剰 余 金 1,223,054,676 1,223,054,676 0 0.00

国 県 補 助 金 822,000,157 822,000,157 0 0.00

他 会 計 補 助 金 331,926,119 331,926,119 0 0.00

受 贈 財 産 評 価 額 69,128,400 69,128,400 0 0.00

(２) 利 益 剰 余 金 215,750,071 164,736,282 51,013,789 30.97

減 債 積 立 金 55,000,000 29,942,407 25,057,593 83.69

利 益 積 立 金 30,000,000 30,000,000 0 0.00

建 設 改 良 積 立 金 55,000,000 30,000,000 25,000,000 83.33

当 年度 未処 分利 益剰 余金 75,750,071 74,793,875 956,196 1.28

4,025,529,642 3,702,622,853 322,906,789 8.72

13,149,810,356 13,397,951,522 △ 248,141,166 △ 1.85

対 前 年 度

資 本 合 計

剰 余 金

負 債 ・ 資 本 合 計

負 債 合 計

( 資 本 の 部 ）

繰 延 収 益

資 本 金

流 動 負 債

令 和 ５ 年 度

（ 負 債 の 部 ）

科 目

固 定 負 債

令 和 ４ 年 度
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令和５年度の財政状況は、貸借対照表に表示のとおりである。    
    
１　固定資産は、総額 12,775,442,514 円で、前年度より 329,815,069 円（2.52％）減少している。当年    
　度の固定資産は、有形固定資産のみである。主なものは、構築物 8,766,725,029 円で、前年度より    
　279,381,027 円（3.09％）減少、次に機械及び装置 1,034,657,380 円で、前年度より 75,391,053 円
　（6.79％）減少している。 

２　流動資産は、総額 374,367,842 円で、前年度より 81,673,903 円（27.90%）増加している。主な内
　訳は、現金預金 328,493,981 円で、前年度より 49,854,013 円（17.89％）増加、次に未収金 46,078,421    
　円で、前年度より 31,789,150 円（222.47%）増加している。    

　　　資産合計は、13,149,810,356 円で、前年度より 248,141,166 円（1.85%）減少している。    
    
３　固定負債は、総額 2,988,114,876 円で、前年度より 396,128,203 円（11.71%）減少している。主な    
　ものは、企業債 2,946,397,192 円で、1年以内に返済期限が到来するものを除いた債務である。    
　　　　    
４　流動負債は、総額 553,111,001 円で、前年度より 20,668,739 円（3.60％）減少している。主なもの
　は、企業債 454,310,990 円で、1年以内に返済期限が到来する債務である。                                          

－ ８ －



－ ９ －

５　繰延収益は、総額 5,583,054,837 円で、前年度より 154,251,013 円（2.69％）減少している。     
     
　　負債合計は、9,124,280,714 円で、前年度より 571,047,955 円（5.89％）減少している。                                          



６　資本金は、総額 2,586,724,895 円で、前年度より 271,893,000 円（11.75％）増加している。     
     
７　剰余金は、総額 1,438,804,747 円で、前年度より 51,013,789 円（3.68％）増加している。     
　　資本剰余金は 1,223,054,676 円で前年度と同額である。     
　　利益剰余金は 215,750,071 円で前年度より 51,013,789 円（30.97％）増加しており、その内訳は、
　減債積立金が 25,057,593 円、建設改良積立金が 25,000,000 円、未処分利益剰余金が 956,196 円そ
　れぞれ増加している。

　　資本合計は、4,025,529,642 円で、前年度より 322,906,789 円（8.72％）増加している。

　　負債及び資本の合計は、13,149,810,356 円 ( 前年度より 248,141,166 円、1.85％減少）となり、
　資産合計と合致している。                                         

－ 10 －



－ 11 －



（２） 　経 営 の 概 況

　　　令和５年度の経営状況は、損益計算書の表示のとおりである。             
             
　１　営業収益は、総額 324,684,621 円で、前年度より 11,666,445 円（3.73％）増加している。             
　２　営業費用は、総額 683,949,669 円で、前年度より 10,116,588 円（1.46％）減少している。このう
　　ち主なものは、減価償却費 439,027,032 円で、前年度より 7,539,797 円（1.69％）減少、次に処理
　　場費 173,127,386 円で前年度より 3,806,931 円 (2.25％）増加している。             
　　・　営業損失は、359,265,048 円で、前年度より 21,783,033 円（5.72％）減少している。             
　３　営業外収益は、総額 469,963,422 円で、前年度より 43,539,520 円（8.48％）減少している。             
　４　営業外費用は、総額 59,588,178 円で、前年度より 14,180,087 円（19.22％）減少している。             
　　・　経常利益（営業損失から営業外収支差額を差引いた額）は、51,110,196 円で、前年度より
　　　7,576,400 円（12.91％）減少している。             
　　・　経常利益から特別損失 96,407 円を差し引いた当年度純利益は 51,013,789 円となり、前年度より
　　　7,560,412 円 (12.91％) 減少している。             
　　・　当年度未処分利益剰余金 75,750,071 円については、減債積立金及び建設改良積立金にそれぞれ
　　25,000,000 円を積み立て、残金 25,750,071 円を翌年度繰越利益剰余金として、繰越される予定で
　　ある。             
             
（３） 　経 営 分 析             
             
　　ア　営業収支比率             
　　　　営業収益（324,684,621 円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 × 100　＝　47.5（前年度　45.1）    
　　　　営業費用（683,949,669 円）         
　　　※　営業活動の効率の度合いを示すもので、その比率は100を超え大きいほど良好とされている。             
             
　　イ　経常収支比率             
 営業収益（324,684,621 円）　＋　営業外収益（469,963,422 円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×　100＝106.9 （前年度　107.6）  
 営業費用（683,949,669 円）　＋　営業外費用（　59,588,178 円）    
             
　　　※　経常的な収益と費用との度合いを示すもので、その比率は100を超え大きいほど良好とさ
　　　　れている。             
　　　　　             
　　ウ　総収支比率             
　　　　総収益（794,648,043 円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 × 100　＝　106.9（前年度　107.6）    
　　　　総費用（743,634,254 円）         
　　　※　標準比率は、100 以上であること。                                                           
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